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　　　　一法的規制の影響をめぐ？て一
三上富三郎
1　問題の提起
　昭和40年代は，わが国の流通にとっても大きい変革の10年であった。ことに
小売業においては重大な構造的変革がなされたのである。それ以前のわが国小
売業は，企業数においては99％以上を占めるが，その規模においてはきわめて
零細ないしは中小規模の小売業と，他方では企業数では僅かであるが大規模な
百貨店と，いわば2極分化の状況であったものが，40年代にはセルフ・サービ
ス店として分類されるスーパー・チェーンの急速な台頭をはじめとして，小売
業の形態もさまざまに分化してきた。
　今日，小売業の形態において，アメリカ式分類の導入は別として，わが国独
自の分類はまだ定説となるほどのものはないが，筆老は今日の多様・多彩化し
た小売業を一応次頁のようにパターン分けしておきたいと思う。
　このように多様化した各種小売業が，今日の消費老のニーズや欲求に対応し
ているわけであるが，40年代の最も顕著な構造的変化は，大型（ないし大規模）
小売業の急速な躍進とこれに伴うシェアの拡大，それが中小規模小売業に与え
てきたポジティブ，ネガティブ両面のインパクトである。当然に攻勢側に立つ
大規模小売業と守勢側に立つ中小規模小売業との間の競争，コンフリクトが増
大してきた。高度経済成長時代は，それでもなお全体の消費需要の拡大テンポ
が大きかったから，このような競争やコンフリクトもある程度は吸収されたの
であるが，昭和48年秋のオイル・シゴックとこれに続く不況と低成長時代が定
着してくると，中小規模小売業者の死活問題であるという認識が強まり，ヒれ
が法的規制を促進せしめてきた。
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　ところが，この法的規制がその運用において必ずしも円滑に行なわれず，全
国各地にトラブルが発生するようになってきた。他方，消費者団体も，消費者
利益の擁護の観点から糾明に立ち上がるようになった。かくして，大規模小売
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業，中小規模小売業，消費者，政府，学識経験者（マスコミを含む）の5つども
えの混乱が展開し，主管官庁である通産省の行政能力が疑われるといった事態
すら現出しているのである。
　この状況を筆者は図式化して後節（皿）で述べるが，この状況をふまえて，
あるべき小売業の競争秩序をアカデミックなサイドからも展開しなけれぽなら
ぬ時期に到来しているものと考えるのである。
H　大規模小売業のシェア拡大
　1　販売額よりするシェア拡大
　本節では，大規模小売業のシェア拡大を統計の上から検討してみることにす
る。はじめに，販売額よりするシェア拡大の状況をみてみよう。表一1は，販
売額における大型店シェア増加の状況であるω。
　表一1は，昭和46年から51年に至る6力年間について，年商50億円以上の大
型店ならびにそのうち百貨店を除くチェーンストアのみの年間販売額の，各年
度の小売総売上高に対するシェアの推移を表す。一般に商業統計は通産省が2
表一1　小売業における大型店シェア増加の状況
昭46年
　47年
　48年
　49年
　50年
　51年
小売総売上高ωA
金　　額
（億円）
201，718
232，261
265，434
333，787
381，563
436，508
増加率
100
15
132
165
189
216
年商50億円以上の大型
店の売上高②　　　B
金　　額
（億円）
40，792
48，　472
58，047
78，685
98，097
110，913
シェア
（B／A）
　％
20．2
20．9
21．9
23．6
25．7
25．4
増加率
100
119
142
193
240
272
百貨店を除くチェーン
ストアだけの大型店の
売上高　　　　　　C
金　　額
（億円）
18，293
22，709
28，606
43，101
55，981
65，693
シェア
（C／A）
　％
9．1
9，8
10．8
12．9
14．7
15．1
増加率
100
124
156
236
306
359
（注）　1．小売業総売上高は，通産省「商業統計調査」によるが，自動車．石油小売業の売上高を差し引い
　　　た金額である。昭和51年度の売上高は，41年から49年までの上記2業種を差し引いた売上高の伸び
　　　率から算定された。
　　2，大型店とは，年商50億円以上の小売業で，50～100億円クラス94社，100億円以上クラス206社，
　　　合計300社である。
　　3．増加率は，昭和46年を100とする指数で示す。
　　4，本表は，日本リテイリングセンター発行「ビッグストア基本統計一1977年版」から作成した。
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年に1回（昭和の奇数年度）行う商業統計調査に依拠することが多いが，小売業
の統計では，昭和43年以降，アメリカにならって自動車およびガソリン・スタ
ンドの小売販売分を加えることにしている。ところが，モータリゼーションの
進展に伴って，この売上高が逐年増大し，昭和49年度では総小売販売額の18％
にも達するようになった。ところが，この2業種は一般の小売業とは異質のも
のなので，ここでは，総小売販売額から控除したものに対するシェアの計算が
なされている。
　表一1によると，小売総売上高の増加率が，昭和46年に対し49年は指数で
216，つまり，2．16倍になっているのに対し，年商50億円以上の大型店（300社
の合計）は2．72倍，さらに百貨店を除くチェーンストアについては，実に3．59
倍の伸びである。したがって，そのシェアは逐年拡大し，チェーンストアだけ
についてみると，昭和46年度の9．1％のシェアが，51年度では15．1％へと拡大し
ている。大型店300社というと，49年度の小売業の企業総数1，546，634に対し，
僅かに0．02％にも達しないのに，販売額では25．4％，約4分の1強を占めてい
るわけである。
　大型店の伸び率が大きいことは，セルフサービス店の規模別統計をみてもわ
かる（2）。すなわち表一2のごとく，昭和49年を47年度と比較し，同じセルフサ
　　　　　　表一2　セルフサービス店の売場面積規模別の年間販売額
売場面積規模別
　　　　計
　100　～　　199㎡
　200　　～　　　　299　m2
　300　～　　399㎡
　400　　～　　　　599㎡
　600　　～　　　　999㎡
1，000　　～　　1，499㎡
1，500　　～　　2，999㎡
3，000㎡以上
47年・
（百万円）
2，447，583
　247，917
　196，364
　219，779
　282，038
　387，　459
　455，624
　378，309
　280，093
49年（百万円）
4，253，531
　360，749
　281，104
　314，659
　434，875
　548，727
　477，307
　546，745
1，289，364
構成比（％）
47年1　・・年
00．0
10．1
　8．0
　9．0
11．5
15．8
18．6
15．5
11．4
100．0
　8．5
　6．6
　7．4
10．2
12．9
11．2
12．9
30．3
増　加　率
49年／47年
　（％）
73．8
45，5
43．2
43．2
54．2
41．6
　4．8
44．5
360．3
（注）通産省編「わが国の商業一1975年」p．50
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一ビス店でも，売場面積3，000㎡以上の大型店の販売額の増加率が，2年間で
360％と他の規模を圧倒的に引き離しているのがわかる。
　2　売場面積よりするシェア拡大
　次に売場面積の増加によるシェア拡大の状況を，主として日本チェーンスト
ア協会加盟のチェーンストア99社についてみてみよう。表一3に示すとおりで
ある（3）。昭和46年から50年の5力年間に売場面積では1．85倍，年間販売額では
2．6倍になっている。この99社のチェーンストアの合計と，百貨店・スーパー
を除く日本の小売業合計とを対比すると，昭和49年度において，シェアでは売
場面積で7．8％，年間販売額で10．1％，また47年度に対する増加率では，売場
面積では小売業合計の10．8％の伸びに対してチェーンストアは49．2％，年間販
売額では37．4％に対して75．1％も伸びている。年度別にみると48年度の増加率
が最大で，さすがオイル・ショック後の49年，50年は増加率が大幅に低下して
いる。
表一3チェーンストアと一般小売業との売場面積・販売額増加の比較
年度
．昭46年
　47年
　48年
　49年
　50年
チェーンストア　（A）
売場面積
千㎡
2，934
3，227
4，233
4，815
5，434
増加率
％
10．0
31．2
13，7
12．9
年間販売額
百万円
1，527，727
1，993，537
2，716，299
3，490，155
3，981，690
増加率?
0．5
36．3
28．5
14．1
小売業合計　（B）
（百貨店・スーパーを除く）
売場面積年間販売額
55，809
61，823
25，115，734
4，504，828
49／47年増加率
売場面積
CA）
?
49。2
（B）
?
10．8
年　間
販売額?
％
75．1
（B）
?
37．4
（注）1．チェーンストアの販売額は，食堂・喫茶等を除いた純商品販売額
　2．小売業合計は，通産省・商業統計調査に基づき，小売業全体から「各種商品小売業」を除外した
　　　分である。
　3．　チェーンストアについては「日本チェーンストア名鑑一1977」による。
　4．チェーンストアは，日本チェーンストア協会加盟の99社の合計
　5．　チェーンストアのシェアは，売場面積では47年5．　3％，49年6，9％，年間販売額では，47年7・　0％，
　　　49年8．　7％である。
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　　　　　表一4　チェーンストア大手11社の最近7年間の出店状況
（174）
企
業
別
年
度
別
社
?
ダイ　エー
ユ　　　　ニ　　　　ー
イトー
　ヨーカドー
西友ストァ
ジ　ヤ　ス　コ
ニ　　チ　　イ
長　崎　屋
いずみや
淵上ユニード
東急ストア
忠　実　屋
昭和51年末
売場面積
　㎡　（A）
735，　294
455，000
450，197
404，433
402，　795
360，000
315，602
202，280
174，406
129，108
117，　905
昭和45～51年（7年間）の出店
店舗数
??????1
?????
売場面積
　㎡　（B）
683，593
317，120
396，705
262，　OOO
390，714
278，132
197，847
145，895
86，249
85，566
90，633
??
??????
B／A?
93．0
69．7
88．1
64．8
97．0
77．3
62．7
72．1
49．5
66．3
76．9
B／C?
23．3
10，8
13．5
8．9
13．3
9．5
6．7
5．0
2．9
2．9
3．1
従業員数
　人
12，508
6，193
5，927
4，471
9，517
6，510
5，429
2，018
2，657
1，517
2，106
合 計1・・747・・2・「・・31…934・・454（C）「26878・・1・・…1　SS・S53
昭和45年
　　46
　　47
　　48
　　49
　　50
　　51
合 計
117
100
82
84
80
68
72
603
425，626
436，159
323，580
486，614
444，152
401，743
416，580
　2，934，454
（平均）
　419，208
（7力年平均を100とする指数）
102
104
77
116
106
96
96
（平均）100
9，045
9，　736
7，010
8，955
8，053
7，900
8，154
58，853
　（注）本表は，日本チェーンストア協会名鑑（1977年版）により筆者が算定した。
　以上の表一3は，チェーンストア協会加盟の99社全体についてであるが，こ
の中の大手11社の拡大と出店行動を数字の上でみてみよう。表一4のとおりで
ある（4）。
　大手11社とは，昭和51年末の売場面積の順（売上高順位ではない）で，ダイエ
ー（大阪），ユニー（名古屋），イトーヨーカ堂（東京），西友ストア（東京），ジャ
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スコ（大阪・東京），ニチイ（大阪），長崎屋（東京），いずみや（大阪），淵上ユニー
ド（福岡），東急ストア（東京），忠実屋（東京）で，カッコ内は本社所在地であ
る。
　このチェーンストア大手11社の，昭和45年から51年に至る7年間の出店をみ
ると，ダイエーの101店，売場面積683，593㎡，従業員数12，508人を筆頭に，い
ずれも激しい出店を遂行してきたことがわかる。7年間の合計でみると，店舗
数では603店，売場面積2，934，454㎡である。この売場面積の大きさは，昭和49
年における神奈川県の総売場面積（2，984，179㎡）に匹敵し，大阪市と京都市を
合わせた売場面積（2，793，・252㎡）を凌駕し，東京都の売場面積（4，664，471㎡）の
63％にあたることをみても，いかに出店の規模が大きかったかがわかるであろ
う。しかも，この7年間の出店ペースが，その売場面積において昭和51年末の
現有売場面積の78％強に達するということである。なかでも，この7年間で，
現有売場面積に対し，ジャスコは97％，ダイエーは93％，イトーヨーカ堂は88
％を拡大したことは刮目に価いする。
　さらに，年度別にみると，46年度から51年度まで，大手11社を合わせると毎
年40万㎡を越す売場面積の拡張をしてきたこと℃，47年が若干低く，48年が若
干高かったのを例外とすれば，毎年度の増加率を指数でみてもわかるように，
大体において±5％程度の偏差で出店による売場面積の拡大が続けられてきた
ことがわかる。この，毎年40万㎡強という増加売場面積は，ほぼ川崎市全体の
売場面積（461，267㎡）に匹敵するということで，つまり，チェーンストア大手
11社の出店による売場面積の拡大は，川崎市全域の売場面積が毎年増加したの
と同じだということである。
　さらに興味ある事実は，前掲表一3でみたように，日本チェーンストア協会
加盟の99社のチェーンストア全体の売場面積の拡大は，オイル・ショック後の
49年，50年は低迷しているのに，この大手11社は，高度成長時代と変らぬペー
スで拡大を続けてきたことである。以上を総括してみても，大規模小売店，そ
の中でも超ビッグ級の小売業の拡大とそれに伴うシェアの増加が，いかに大き
かったかがわかるのである。・
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皿　小売業における競争とコンフリクトの図式と
　　大型店進出の影響
1小売業における競争とコンフリクトの図式
　前節で検討してきた大規模小売業のシェア拡大に由来する現代わが国におけ
る小売業の競争とコンフリクトを図式化すれば，図一1のようになるであろ
う。
　この図式は大きく次の4つの部分に分けてみることができる。
　1．大規模小売業の進展とこれが中小規模小売業に与えてきたインパクト
　2．　コンフリクトを解決するための法的・行政的規制と指導
　3．法的・行政的規制とその運用をめぐってのアクション・リアクション
　4．　フィードバヅクとアセスメントによる評価・再検討
　詳細は後で展開するが，ここでは，まずこの図式のアウトラインを述べてお
くことにする。
　（1）大規模小売業の進展とこれが中小規模小売業に与えてきたインパクト
　この問題は，図一1で実線（一→）のプロセスとして示されている部分であ
る。大規模小売業，なかでも大手チェーンストアを中心とする40年代における
急速な進展，これに伴うシェア拡大は，いろいろの面で地域の中小規模小売業
にインパクトを与えた。そして，この面での競争とコンフリクトが増大してき
たのである。
　中小規模小売業に与えたインパクトは，そのすべてが「ダメージ」としてめ
インパクトとは限らない。これは3つのパターンに分かれる。すなわち，共
栄，影響なし，打撃である。共栄のパターンとは，大型店が出店することによ
って，むしろ売上や利益の面でプラスになるというパターンで，それは地域共
栄とショッピング・センターへのテナント出店という形をとる。打撃のパタ・・一
ンは深刻であるが，これはさらにプラス（e）の方向と，マイナス（θ）の方
向に分かれる。
　プラスの方向はさらに2つのパターンがあり，一つは中小商店が自ら合理
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図一1　小売業における競争とコンクリクト図式
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化，近代化を推進して大型店からの競争に対応していく型であり，もう一つは
組織化で，これにはボラソタリー・チェーン，フランチャイズ・システムへの
加盟により生存・発展を図っていこうとするものである。マイナスの方向は，
矢折れ刀つきて転業するもの，生業としてほそぼそ生き延びていくもの，さら
には廃業して小売業として死滅するものである。
　（2）コンフリクトを解決するための法的・行政的規制と指導
　競争（competition）とコンフリクト（conflict）の区別については後で述べる
が，小売業におけるコンフリクトを放置することが，健全な国民経済の発展の
ために阻害となる場合，ここに法的規制や行政指導が登場してくることは止む
を得ない。図一1の中で破線（一一→）で示してある部分である。小売業におけ
る法的規制は百貨店法の廃止と入れ替えに成立した「大規模小売店舗における
小売業の事業活動の調整に関する法律」で，大店法，大小法，大商法といった
具合にまちまちに略称されている。もう一つは，大店法に先立って成立した小
売商業調整特別措置法（商調法と略称されている）である。ところが，その後，
大店法の運用が必ずしも円滑に行なわれないので，地方自治体が独自の条例を
制定して規制を加えるという状況が各地に起こってきた。
　なお，このような一連の規制とは別に，むしろこれよりはるかに先立って，
中小企業行政の一環として，商店の経営の合理化・近代化，ボランタリー・チ
ェーンに対する行政指導が行なわれ，さらに転業に対する行政指導も行なわれ
るようになった。
　（3）法的・行政的規制とその運用をめぐってのアクション，リアクション
　法的・行政的規制が開始されると，その運用をめぐって直接関係者たる中小
小売業者や大規模小売業者から，さまざまにアクションやリアクションが展開
された。図一1の中で変形破線（一・一・→）で示す部分である。これは政府，
国会，地方自治体，マスコミなどへのロビイングならびにキャンペーンの形で
なされ，これに消費者団体が加わり，さらに，マーケティング学者グループに
よる「流通政策研究会による大店法の運用に関する要望」が通産大臣に提出さ
れるといったようなことで，小売業の競争秩序に関する一大論戦が展開される
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ようになってきたのである。
　（4）フィードバックとアセスメントによる評価・再検討
　このような小売業の競争秩序について，システマティックに評価し，再検討
を加えるべきことが要請せられる。図一1の中で変形破線（一…一…→）で示す
部分である。これは，大規模小売業によるシェア拡大，それが中小規模小売業
に与えるインパクトを，ポジティブならびにネガティブな両面からアプローチ
するとともに，法的規制の国際的比較も行ない，この評価・再検討が法律や条
例，さらには行政に反映されなけれぽならないという意味において，今後の課
題として認識されるところである。
　2　大規模小売業の進出とそのインパクト
　大規模小売業の進出とそのインパクトについては，前項でそのアウトライン
は述べたところであるが，ここでは，やや掘り下げて検討してみる。
　（1）大規模小売業の進出とシェア拡大の要因
　昭和40年代に大規模小売業，なかでもチェーンストアが急速な進展を遂げた
が，そのシェアを拡大した要因はいろいろある。
　まず，消費者行動の変化をあげることができる。これは表一5をみてもわか
る（5）。
表一540年代の消費者の変化
生活必需品の商店選択理由の変化
商店選択理由 1　41年　　50年
近くて便利
安　い
顔なじみ
品質の良い商品がある
品数が豊富
御用聞き，配達サービスがある
その他
42．4％
17．1
12．2
11．0
9．7
4．8
2．8
19．8％
22．8
9．9
9．6
14．1
3．9
19．9
買物頻度の変化
買獺度1・・年・・年
毎　　　日
週2～3回
週　1　回
そ　の　他
76．　7％0
21．4
1．9
51．7％
30．6
14．2
3．5
昭和40年代のぽぽ10年間の間に，消費者の生活必需品の商店選択理由は，近
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くて便利という近隣最寄品店志向であった41年から，安さと品揃え志向へと変
化している。また，買物頻度も，43年の77％近い圧倒的多数であった「毎日」
の買物から，50年にはそれが52％にまで減少し，かわって週2～3回ないしそ
れ以下の頻度が合わせて50％近くを占めるようになってきた。
　つまり，この変化は，消費者は住居の近くでなくてもよいから，より安くて
品揃えの豊富な店へ，しかも自動車による買物がふえたということで，これは
大型店，とくにスーパー・チェーンの進展には大きい要因と考えられるし，逆
に，スーパー・チェーンの進展が消費者の変化をもたらしたともいえる相関関
係にあるものとみてよいであろう。
　次に，雑誌「販売革新」編集部が行なった調査がある。昭和51年7月に大規
模小売業のトップおよび役員を対象として実施した調査であるが，その中の一
つに次の表一6のような調査結果がある（6）。
表一6大規模小売業トップの意識調査の一部
設問 昭和40年代は小売業界において大規模化が進みました。その拡大要因としてはどのようなことが考えられますか。
拡大要因 区分
??????????????????? 全体84．0％
85．6
48．6
29．8
15．5
22．1
47．0
44．2
???【、?
??
80．0％
87．7
49．2
44。6
1．5
20．0
56．9
52．3
ローカル　都　　市
チェーン　百貸店
81．1％
81．1
67．6
35．1
13．5
24．3
48．6
40．5
84．0％
96．0
40．0
24．0
36．0
16．0
28．0
48．0
地　　方
百貨店
86．1％
80．6
36，1
13．9
30．6
33．3
44．4
36．1
専門店
100．O％
83．3
44．4
　5．6
11．1
11．1
38，9
33．3
　業態によって微妙な意識の相違はあるが，全体としてみると多店舗化・大型
化と旺盛な消費意欲の2つの要因が80％以上の支持を得ており，次いで技術革
新，新立地の開発，豊富な品揃えが支持されている。
　（2）中小規模小売業へのインパクト
　大規模小売業は，上述のような諸要因によって，40年代に急速に成長したわ
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けであるが，それが中小規模小売業にいろいろなインパクトを与えた。前にも
アウトラインでふれたように，共栄，影響なし，打撃という3つのパターンに
分けることができる。影響なしというのは，チェーンストアないし大型店のマ
ーチャンダイジングの面で全く，またはほとんど競合しないような業種の商店
が主体となるであろうが，ここではそれ以上の追跡をすることはしない。した
がって，共栄と打撃の2つの方向を主として取り上げる。
　この問題について，「中小企業白書」でも次のように指摘している（7）。すなわ
ち，大型小売店の進出の影響は，その進出地域の人口の状況，後背地の市場の
大きさ等によって異なり，一概に評価することは難しい。自らの商店街に大型
小売店が進出するのか，近隣の商店街に進出するのかによっても影響が異なっ
てくる。「小売業経営実態調査」によって，大型小売店の進出の例が多くみら
れる東京の中央線沿線の商店が，大型店の進出についてどのように評価してい
るかとみると，「近隣商店街への大型店の進出」によって「立地環境が悪化」し
たとするものが多い（45％）。しかし，「自商店街への大型小売店の進出」につ
いては，「立地環境が良くなった」原因として挙げるものが28％になっている。
中小企業庁「分野問題に関する中小企業意識調査」50年11月によってみると，
「支障は有ったが利益も有った」とするものの理由として，「良い意味での刺激
を受け，自企業の体質強化を促した」が78％あり，「大企業による新需要の発
掘や顧客吸引力の強化が，間接的に良い影響を及ぼした」がこれに次いでい
る。これは大型小売店が進出した際に，経営努力で良い結果を生み出すことが
できたということである。
　A）共栄のパターン
　共栄のパターンは，地域共栄とショッピング・センター一へのテナント出店の
形でなされる。前者の地域共栄は，前記「中小企業白書」の中でも指摘してあ
るような，大型店の進出による新しい消費者需要の発掘と顧客吸引力，これに
伴う立地環境の好転というプラスの影響のメリットを受ける中小規模小売店で
ある。この場合，大型店の開店前にこのようなメリットを評価することは通常
は困難であり，多くの場合は大型店開店後，時間を経過した後に結果として認
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識されるのである。
　ショッピング・センターの開設を伴う大型店の進出の場合は，そのS．C．の
中にテナントとして出店することにより共栄が達成できる場合である。ただ
し，この意味の共栄は，ショッピング・センターのデベPパーがテナントを選
別するが故に，この共栄のメリットを享受できるのは，比較的力のある，しか
もストア・イメージの高い小売店に限られる。
　B）打撃のパターン
　打撃のパターンは，プラスの方向とマイナスの方向とに分かれる。プラスの
方向とは，大規模小売業の進出によって打撃を受けるが，この情勢に前向きに
対応して自らの経営の合理化・近代化を推進していこうとするもの，もう一つ
はボランタリー・チェーン又はフランチャイズ・システムに加盟し，強力な組
織の中で生存・発展を図っていこうとするものである。この場合，ボランタリ
ー・チェーンについては，そのほとんどが卸売業者主宰，小売業者主宰のいず
れかであるから，もともと中小企業の領域内での組織化である。
　ところが，フランチャイズ・システムの場合は，中小企業の領域もあるけれ
ども，ここ数年来，大資本および外国資本によるものが増大してきた。国内大
資本によるものは，例えぽイトーヨーカ堂が主宰するセブン・イレブン・スト
アのごとき，また，外国資本によるものは，純粋な商品販売の小売業ではない
けれども，マクドナ．ルド（ハンバーガー），ミスター・ドーナッツなどである。こ
の場合，大資本系のフランチャイズ・システムに小売店が加盟することは，結
果として大規模小売業のシェア拡大に寄与するという形になるのである。
　打撃のパターンのマイナスの方向は，いうまでもなく転業，生業化，廃業と
いうことである。ここで「生業化」というのは実証的に把握しているわけでは
ないがジ理念的に考えられ得るということである。つまり，大規模小売業の進
出にまって売上高が激減した商店が，企業としての形態を維持できなくなった
時，転業もしたくない；、廃業に踏み切ることもできないという場合，何人かの
従業員を解雇し，家内労働力だけで食いつないでいこうというケースがあれ
ば，ここでV・う生業化に該当する。，
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IV　小売業における競争とコンフリクト
　大規模小売業の急速な進展とシェア拡大により，これがため影響を受ける中
小規模小売業との間に競争，コンフリクトが発生し，さらにイ‘ンパクトを受け
て現われるパターンとしての共栄組と打撃組との間に，同じ中小規模小売業同
士の間にコンフリクトが発生する。前者のコシフリ〉トを解決するために〆法
的規制や行政的規制ないし指導が行なわれる。
　1　競争とコンフリクトに関する社会学的考案
　はじめに，競争とコンフリクトは，きわめてあいまいに用いられることが多
いが，このさい，両者の概念的な区別を明確にしておく必要がある。
　「コンフリクト」と「競争」の概念を広く定義するか，狭く定義するかによっ
て，両者の関係は異なったも6になる。マックとスナイダー（Mack＆Snyder，
1g57）は，従来の「コンフリクト」概念が包括的で指示範囲が明確でないとし
て，‘他の類似概念とはっきり区別して定義する必要性を強調している（8）。’彼ら
によれぽ，コンフリクトとは次の5つの条件をみたすものでなけれぽならな
い。すなわち，（1）少なくとも2人の当事者が何らかの接触をもち，互いに相手
を見ること渉できること，（2）資源の分配や地位の配分をめぐって互いに相容れ
ない価値や目標をもっていること，㈲相手を破壊，殺傷または支配しようとす
る意思をもっていること，（4）互いに対抗的な行動を起こすこと，（5）権力を獲得
または行使しようと試みること。ところが，競争は一定のルールによって互い
にしてよいことと，してはいけないこととが厳しく制限されているし，また目
的は相手を傷つけることではなく稀少資源を獲得することにあるから，コンフ
リクトではないと彼らは考える。つまり，競争はコンフリクトの発生源にはな
るかもしれないが，コンフリクトの一形態ではないというのである。
　これに対して，ダーレンドルフ（Dahrendorf，1959）は，コンフリクトをも
っと広い意味に解釈している（9＞。彼は，互いに対立する目標をもった個人の問
の関係はすべでコンフリクトであると考え，競争ももちろんこの中に含められ
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るとしている。要するにダーレンドルフは，マックとスナイダーのあげた5つ
の条件のうち，（2）だけをコンフリクトの必要条件と考えているのである。
　一方，競争の概念を広義に解釈している学者にはパークとバージス（Park＆
Burgess，1924），ボールディング（Boulding，1962）などがいる。パークとバージ
スは，「競争している者同士が相手を敵として認知するとき，競争はコンフリグ
トという形をとる」として，コンフリクトを競争の一種と考えた⑩。
　また，ボールディングは競争とコンフリクトの関係を次のように説明してい
る⑪Q
　　広義の競争が存在するのは，二つの行動単位が互いに相容れない位置を占めている
　場合である。すべてのコンフリクトは競争を含んでいるのに対し，競争は必ずしもコ
　ンフリクトを含んではいないという意味で，競争はコンフリクトよりも広い概念であ
　る。……コンフリクトとは競争を伴った状況であり，そこでは将来の位置が互いに相
　容れないことを複数の当事者が認識していて，しかも，各当事者がほかの当事者の欲
　求と対立する一つの位置を占めようと望んでいるような競争状況と定義される。
　さて，以上で競争とコンフリクトの概念についての主として社会学的な考察
を何人かの学者の見解において考察したわけであるが，必ずしも統一的な見解
があるわけではなく，それどころか正反対の見解すらみられるのである。これ．
らの諸定義を仮に図式化してみるならぽ，図一2のようになるであろう。
　MackとSnyderは，競争はコンフリクトとは違うとして区別し，　Dahren－－
dorfは，コンフリクトは競争を含むと考え，逆にParkとBurgessならび
にBouldingは，競争はコンフリクトを含むものと考えたわけである。
　　　　　　　　　図一2　競争とコンフリクトの諸定義の図式
1競争≒コンフリクト　　IIコンフUクト⊃競争III競争⊃コンフリクト
Mack＆Snyder
つンブリクi
Dahrendorf
??
Park＆Burgess
　Boulding
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　2　流通チャネルにおけるコンフリクト
　コンフリクトの概念は，もともと社会学の分野で最も研究が進んでいるが，
マーケティングの領域においても，とくにチャネルにおいてコンフリクト概念
が導入されてきている。スターン（Louis　W．・Stern）は，コンフリクトは一般に
社会システムに存在し，それが流通チャネルに現われるのは，チャネルの一構
成要素，つまリチャネル・メンバーが，他のチャネル・メンバーの行動を見
て，それが目標の達成あるいは目標達成のために役立つ行動パターンの効果的
な遂行にとって邪魔になると知覚した時であるとし，コンフリクトは，禁制さ
れた構成要素の側における欲求不満の状態を表わすものとしている⑫。
　さらにスターンならびにゴーマン（Ronald　H．　Gorman）は，チャネル・コン
フリクトについて次のような見解を示している⑬。すなわち，潜在的なチャネ
ル・コンフリクトの原因には，次のようなものがあるということである。
　①1又はそれ以上のチャネル・メンバーによって，期待された機能の遂行
　　に逸脱があると認知される。
　②資源配分の上での不一致。
　③　現実の認識における見解の相違。
　④意思決定プロセスを支配しようとする試み。
　⑤目標が両立しない（不一致）。
　⑥チャネル・メンバー間のコミュニケーションの悪さ。
　さらに，スターンによると，ひとたびコンフリクトが存在するようになると，
明示的な行動が次いで現われる。そして，さまざまな可能性のあるリアクショ
ンは，結局，次の2つの大きいカテゴリーに分けられる。すなわち，第1は
「力の行使」であり，第2は「組織内部における変化」である。あるコンフリ
クト行動は病的であるが，他の行動，つまり解決志向的行動は機能的である。
成功するコンフリクト解決は，通常はコンフリクト関係にある互いのパーティ
による組織内の変化と力の行使の双方を含むものである。
　論理的には，フラストレーションに対する最初のリアクションは，その原因
を除去しようとする試みとして現われる。社会システムにおいては，一構成要
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素によって他の構成要素の行動を変えようとする努力は「力の行使」として考
えられる。しかし，このような力の行使だけでなく，むしろ，一つのチャネル
・メンバーが，欲求不満の行動が和解できるように自らを変えるやり方があ
る。例えば，コンフリクトの原因になっている目標の見直しとか，目標の見直
しはやらなくとも目標達成の手段を変えるといったことで，これが組織内の変
化である⑭。
　モーレン（Bruce　Mallen）は，チャネル・コンフリクトに関して次のような
見解を示している⑮。交換行為における対立する当事者の力が等しくない時は，
強者は弱者に対して強者の望むところを支持するように弱者に強制したり説得
することが多い。しかし，両者の力が等しい時は基本的なコンフリクトはそう
たやすくは解決されない。したがって，大メーカーの力に匹敵するような大規
模小売業の成長は，チャネル・メンバー間の白昼堂々たるコンフリクトの発生
にみちびくものであり，このコンフリクトは交換に関するものだけにとどまら
ず，他のあらゆるコンフリクト源泉に及ぶものである。
　3　小売業における競争とコンフリクト
　さて，以上の諸見解をふまえて，小売業における競争とコンフリクトの問題
に入る。
　（1）競争とコンフリクトの概念規定
　まず初めに，競争とコンフリクトの概念的な区別について，筆者の見解を明
らかにしておく必要がある。社会学者の見解でも，競争とコンフリクトを区別
する考え方，コンフリクトに競争が含まれる考え方，逆に競争にコンフリクト
が含まれる考え方というように，混乱があることは先に指摘したとおりである。
　しかし，筆者はやはりこの両者は区別すべきものと考える。そこで，いくつ
かの概念を構成する要素をとって，両者を比較してみると表一7のようにな
る。ここでは15の要素をとってみたが，双方ともに存在するものは番号で1，
5の2pであり，競争にあってコンフリクトにないものは4，8，13，14の4
nつ，逆にコγフリクトにあって競争にないものは，2，3，6，7，9，10，11，
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表一7競争とコン7リクトの概念的比較
概 念 要
? 競副・ン・・ク・
1・2人の当事者（複数の場合を含む）の接触がある
2．双方の目標が両立しない
3・資源や地位の配分で相容れない
4．資源の配分をより多く獲得しようとする
5．互いに対抗的な行動を起こサ
6．相手を打倒しようとする意思を持つ
7．相手を敵として認識する
8．特定の対抗者を意識しないことがある
9・フラストレーション（欲求不満）が存在する
10．権力を獲得または行使しようと試みる
11．相手の行動パターンを変えようとする
12．相手の意思決定プロセスを支配しようと試みる
13．一定のルールがあって行動に制限がある
14．原則として建設的である
15．原則として破壊的である
???????????????? ???
12，15の9つである。
　ここで示した概念要素の比較において，若干コメントを必要とする項目がい
くつかある。
　1．「2人の当事者（複数の場合を含む）の接触がある」という要素は，双方と
もに○印がつけてある。しかし，この要素はコンフリクトの場合は絶対要件で
あるが，競争の場合はこの要素を欠くこともある。例えば，「進学競争」とい
う言葉で代表される入学試験は，当事者の間の接触がなくとも競争概念にあて
はまる。
　3．　「資源や地位の配分で相容れない」という場合の，特に地位の問題であ
る。あるポストという地位につくために，相容れないことがない場合は，それ
はその地位を獲得するための競争であって，選挙というルールに従うことがで
きる。ところが，地位の配分が相容れないときは，選挙というルールは通用し
ないで，権謀術策が講じられ，買収や強迫が行なわれ，それはもはや競争では
なくてコンフリクトである。
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図一3競争とコンフリクトとの関係図　　8．　「特定の対抗者を意識しないこと
　　　競争　　つ”1ブリク3　　　　　　　　　　　　　　　　　がある」というのは，例えぽ産業の中の
　　　　　　　　　　　　　　　　　いわゆる“シェア争い”といわれる競争
　　　　　　　　　　　　　　　　　である。シェア争いの中には，もちろん
　　　　　　　　　　　　　　　　対抗者を意識する場合もある。しかし，
　　　　　　　　　　　　　　　　特にどの会社といって対抗者を意識する
　　　概念要素のオ＿バ＿ラップ部分　　ことなく，企業努力やマーケティング戦
略のすぐれた力によってシェアが向上することが多いが，この場合も結果とし
てシェア争いの競争である。けれども，コンフリクトには特定の対抗者を意識
しないということはまず皆無である。
　以上の検討から，やはり競争とコンフリクトとは概念上で区別することが適
当であるが，両老の関係を図示すると，図一3として表すことができる。
　すでに述べたように，競争とコンフリクトとの間に，概念の要素においてオ
ーバーラップする部分があるのは止むを得ない。ところが，図にも示してある
通り，競争はコンフリクトの方向へ含有移行又は転化することがあるというこ
とである。このパターンは次の3つに分かれる。
　①競争が，競争の領域内で継続するか，又は解消する。
　②競争が，競争の概念要素を含有しながら，つまり競争のベースでありな
　　がらコンフリクトの概念要素を加え，コンフリクトの方向へ移行する。
　③競争が，競争の概念要素から脱却して，もっぱらコンフリクトの領域へ
　　転化してしまう。
　①はフェアな競争であり，②はアンフェアな競争が加味されてくるし，③は
「競争相手を打倒するまでは引き下がらない」といったような破壊的価格競争
などである。③の段階になると，もはや競争とはいえないで，完全にコンフリ
クトになってしまう。
　さて，競争とコンフリクトを，解決とか規制・介入という角度からパターソ
としてみると，’ 氓ﾌようになるであろう。競争の概念には，本来は解決という
ものはなく，あるのは継続か解消である。ところが，コンフリクトは，解消も
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1解 決1 法的規制・介入
競 争
コンフリクト
解決の概念
はない
当事者解決
外部介入解決
ルールに違背しない限り，規制・介入は適当で
ない
当事者解決が不可能又は困難なときは，調整の
ための規制・介入が必要
あるけれども，放置しておくとシステムの破壊につながるので，解決を必要と
し，この場合に当事者解決と外部介入解決がある。
　そこで，競争は，前述①のフェアな競争の段階である限り，つまり本来の競
争の概念要素の領域である限り，法的規制や介入は適当ではない。独占禁止法
の精神もここにある。ところが，同じ競争でも②のアンフェアな競争，さらに
は③の破壊的競争になってくると，コンフリクトの領域に踏み込んでいるの
で，それは法的規制や介入の対象になってくる。独禁法における不公正な取引
方法の指定や，不正競争防止法などはこの例である。
　（2）法的規制を伴う小売業における競争とコンフリクト
　流通段階における競争とコンフリクトは，流通の水平的レベルにおけるもの
と，垂直的関係におけるものとの2つのディメンションがある。垂直的関係に
おいては，そのほとんどはコンフリクトとして現われ，競争として現われるの
は例外的な場合である。例えば，生産財のメーカーと，同じ生産財を扱う卸売
業者が，同一のユーザーから注文を取るという場合には競争が発生する。
　しかし，今ここで問題としている法的規制との関係では，原則として水平的
レベルにおける競争とコンフリクトであるから，この面にしぼって論を展開す
ることにする。水平的レベルとはいうまでもなく，同じ生産者同士，同じ卸売
業老同士，同じ小売業老同士の問における競争とコンフリクトであるが，ここ
で問題としているのは，主として小売業レベルにおけるものである。
　再び，前にあげた図一1に戻ってみてみよう。大規模小売店の急速な進展と
シェア拡大によって起こる競争とコンフリクトは，なにも大規模小売業者とそ
のインパクトを受ける中小規模小売業者との間といったような単純なものでは
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ない。例外的なものは捨象して，基本的なものは次のごとくである。
　A）競争???????????都市百貨店
地方百貨店
ナショナル・チェーンストア
ナショナル・チェーンストア
ナショナル・チェーンストア
ナショナル・チェーンストア
ナショナル・チェーンストア
ローカル・チェーンストア
都市百貨店
地方百貨店
中小規模小売店
?????????都市百貨店
地方百貨店
ナショナル・チェーンストア
ローカル・チェーンストア
都市百貨店
地方百貨店
中小規模小売店
中小規模小売店
中小規模小売店
中小規模小売店
中小規模小売店
　これらのうちで，最も激烈な競争は，実は大小の問ではなくて，③のナショ
ナル・チェーンストア間のそれである。しかし，いずれにしても，これらが正
常な競争の範囲内であれぽ，前に述ぺた論理によって法的規制や介入の対象に
はならない。
　B）　コンフリクト
?????ナショナル・チェーンストア
ナショナル・チェーンストア
ナショナル・チェーンストア
ナショナル・チェーンストア
中小規模小売店
?????ナショナル・チェーンストア
ローカル・チェーンストア
地方百貨店
中小規模小売店
中小規模小売店
　これらのうち，③のナショナル・チェーン同士は，競争が最も激烈であるだ
けに，コンフリクトへ移行する場合もある。しかし，幕内でいうならば横綱，
三役クラスだから，表立ったコンフリクトというよりも潜在的なコンフリクト
として現われてくる。そこで，法的規制や介入が問題になってくるのは，⑥の
ナショナル・チェーンストア対中小規模小売業の場合である。⑥は主として前
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述の共栄組と打撃組との間のコンフリクトである。
　さらに，コンフリクト調整のために法的規制が始まると，そのことによる新
しいコンフリクトが発生してくる。それは，法的規興を担当すう行政官庁と大
規模小売業および中小規模小売業との間のコンフリクト，これらの関係者と消
費者団体との間のコンフリクトといったように，コンフリクトがさらに多角化
してくるのである。
　（はじめに小売業における競争とコンフリクトの図式で提起した問題はまだいくつか
残っている。しかし，本稿ではすでに紙幅の余裕がなくなったので，あとは続編として
次の機会に論を展開したいと思う。）
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